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第１章 はじめに 
 

１－１ 策定の趣旨 

国は、昨今の大規模自然災害等に備え、事前防災及び減災に係る施策を進め、 

災害に強くしなやかな地域社会を構築していく、「強くしなやかな国民生活の実現

を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」（以下「基本法」という。）

を平成２５（２０１３）年１２月に公布・施行し、国の国土強靱化に係る国の他の

計画の指針となる「国土強靱化基本計画」（以下「基本計画」という。）を平成２６

（２０１４）年６月に策定しました。 

基本法第１３条では、「都道府県又は市町村は、国土強靱化に関する施策の総合

的かつ計画的な推進を図るため、当該都道府県又は市町村の区域における国土強靱

化に関する施策の推進に関する基本的な計画を、国土強靱化地域計画以外の国土強

靱化に係る当該都道府県又は市町村の計画等の指針となるべきものとして定める

ことができる。」旨、規定されています。 

埼玉県では、この規定に基づき、平成２９（２０１７）年３月に「埼玉県地域強

靱化計画」を策定しました。 

本市においても、この規定に基づき、大規模自然災害が発生しても市民の生命を

最大限守り、地域社会の重要な機能を維持する「強さ」と、生活・経済への影響、

市民の財産及び公共施設の被害をできる限り軽減して迅速な復旧・復興ができる

「しなやかさ」を持ち、市民の安心・安全を守るよう備えるため、「所沢市国土強

靱化地域計画」（以下「本計画」という。）を策定することとしました。 

 

 

１－２ 策定に対する基本的な考え方 

本計画は、基本法第１３条に基づき策定する「国土強靱化地域計画」として、本

市における地域強靱化に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための指針と

なる基本的な計画です。 

  また、市の最上位計画であり、総合的かつ計画的な市政運営を図るために策定し

ている「所沢市総合計画」と整合・調和を図りながら、本市における様々な分野の

計画等の強靱化に係る指針となるものです。 

  なお、本計画は国の基本計画及び埼玉県地域強靱化計画を勘案して策定していま

す。 
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■所沢市国土強靱化地域計画と関連計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－３ 計画期間 

国の基本計画では、計画期間は定めていませんが、概ね５年ごとに見直すことと

しています。本計画においては、計画開始年度を令和４年度とし、計画期間は定め

ず、社会情勢等踏まえ、必要が生じた際に見直しを行うこととしています。 

  なお、本計画に伴う具体的な事業をまとめたアクションプランについては、４年

計画とし、毎年度見直すものとなります。 

 

１－４ 進捗状況の把握 

本市における強靱化の取り組みの進捗を把握するため、「行動指標」を設定した

うえで、その達成度や計画全体の進み具合について、ＰＤＣＡサイクル（Ｐ：計画、

Ｄ：実行、Ｃ：評価、Ａ：改善）に基づき進捗管理を行います。 

なお、「行動指標」はアクションプランにおいて設定し、指標の達成率を極力 

１００％に近づけられるよう、努めていくものです。 

 

所沢市国土強靱化

地域計画 所沢市総合計画 

地域防災計画 他 各分野別個別計画 

整合・調和 

国土強靱化に 

関する指針 

各分野別の 

個別計画の指針 

（国） 

国土強靱化基本計画 

（県） 

埼玉県地域強靱化計画 

 

調和・ 

連携等 
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第２章 所沢市の地域特性 
 

２－１ 本市の自然条件 

（１）位置 

本市は埼玉県の南西部に位置し、多くの市や町と隣接しており、埼玉県内では入

間市、狭山市、川越市、新座市、三芳町と、南部は東京都清瀬市、東村山市、東大

和市、武蔵村山市、瑞穂町と隣接しています。 

広さは東西１５.１km、南北８.９km、面積は７２.１１㎢です。 
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（２）地勢 

①地形・地質 

本市の地形は、狭山湖を中心とした狭山丘陵、武蔵野台地、柳瀬川下流域周辺の

沖積低地に三分されます。南端の柳瀬川沿いは低地と断丘崖が形成され、東川・砂

川堀沿いは浅い谷が形成されています。 

地質は、武蔵野台地上のほとんどが関東ローム層に覆われており、その下には武

蔵野礫層が形成されています。 

 

②水系 

市内には狭山丘陵付近に源を発する柳瀬川、東川、砂川堀や不老川が流れていま

す。また、狭山丘陵には、昭和９（１９３４）年に東京都の水源地として狭山湖が

造成されました。 

 

 

 

 

 

 

 

出典：所沢市史 地誌（所沢市） 
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■水系図 

 

 

（３）気象 

① 気象 

本市においては、平成２８(２０１６)年から令和２(２０２０)年の年平均気温は

１５．１℃であり、夏は高温多湿、冬は乾燥する内陸性気候です。 

また、平成２８(２０１６)年から令和２(２０２０)年の５年間の年間降水量は、

平均約１，５６２mmであり、６月から１０月の間は梅雨、ゲリラ豪雨、台風及び秋

雨などの時期のため降水量が多く、１１月から２月までの降水量は少ない傾向にあ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

℃ 
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２－２ 本市の地域特性（人口、産業、その他） 

（１）人口 

①人口構成 

本市の人口は平成２７（２０１５）年以降も緩やかながら増加し、平成３０ 

（２０１８）年に３４万４千人を超え、その後は横ばい傾向にあります。一方、年

齢階層別の比率を比較すると、年少人口（０～１４歳）、生産年齢人口（１５～

６４歳）、は年々減少しており、老年人口（６５歳以上）は増加しています。 

令和２（２０２０）年では、年少人口が１１.６２％、生産年齢人口が６１.２０％、

老年人口が２７.１８％と超高齢社会になっており、年々その比率が増加していま

す。 

 

■所沢市の将来人口                              単位：上段（人）下段（％） 

       年次 

区分 

令和2年 

（2020） 

令和3年 

（2021） 

令和4年 

（2022） 

令和5年 

（2023） 

令和6年 

（2024） 

年 少 人 口 

（0～14歳） 

39,995

（11.62） 

39,297 

（11.43） 

38,592 

（11.24） 

37,969

（11.08） 

37,261

（10.90） 

生産年齢人口 

（15～64歳） 

210,652

（61.20） 

210,319

（61.18） 

210,016

（61.18） 

209,445

（61.14） 

208,989

（61.15） 

老 年 人 口 

（65歳以上） 

93,569

（27.18） 

94,178

（27.39） 

94,658

（27.58） 

95,163

（27.78） 

95,491

（27.94） 

総 人 口 344,216 343,794 343,266 342,577 341,741 

※住民基本台帳人口等をもとに算出（令和 2年は実績）           各年 12月末日現在 

 

②昼夜間人口 

平成２７（２０１５）年国勢調査によると、本市の昼夜間人口比率は８６.１％と

なり、昼間の人口が低くなっています。また、市内の１５歳以上の就業者・通学者

の１７６,６１６人のうち、６７,７９６人（３８.４％）が市内、残りが市外へ通

勤・通学をしており、そのうち東京都内への通勤・通学者は６４,２７２人 

（３６.４％）を占めています。 

人口の増加に伴い、輸送需要が増大しており、都心、あるいはさいたま市方面に

向かう鉄道路線を中心に、通勤・通学上の重要な交通機関となっています。 
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図 10 15歳以上の就業者・通学者の移動先（平成 27年国勢調査） 

〔本市から市内・市外へ（176,616人）〕 〔市外から本市へ（49,782人）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③人口分布 

令和２(２０２０)年１２月末現在の人口は３４４，２１６人であり、人口の伸び

は近年鈍化しています。 

市域の人口密度は４，７７３人/㎢となっていますが、中央部（所沢地区、新所

沢地区、新所沢東地区）に限っては１㎢あたりの人口密度が１１,０００人以上と

非常に高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都 

64,272 人 

埼玉県内 

28,732 人 

市内 

67,796 人 

その他県 3,321 人 

 

東京都 

15,516 人 

埼玉県内 

31,757 人 

その他県 2,509 人 

 

地区別の人口（令和 2年 12月末日現在） 

人口密度： 

4,773人/㎢ 
(令和 2年 12月末日) 

並木 
23,543 

所沢 

32,985 

新所沢 

28,669 

新所沢東 

16,928 

松井 

43,718 

吾妻 37,080 山口 
28,621 

小手指 

49,669 

富岡 

22,833 

柳瀬 
18,939 

三ケ島 

41,231 

, 

, 
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（２）交通 

 ①鉄道 

  鉄道交通の面では、市全域で西武鉄道４路線に１０駅、JR東日本１路線に１駅、

併せて１１の駅があり、都心へのアクセスも短時間で利便性が高くなっています。

中でも南部にある所沢駅は、西武池袋線と西武新宿線が交差する駅となっています。 

 

 ②道路 

令和２（２０２０）年４月１日現在の市内の道路の実延長は、国道が１９.０km、

県道（主要地方道と一般県道の合計）が４７.２km、市道が１１４８．８kmとなっ

ています。 

道路は、関越自動車道が所沢インターチェンジを有して市の東部を縦貫するほか、

国道４６３号、主要地方道６路線、一般県道５路線などが主に市の中心部から放射

状に走っています。 

 

 

 

 

 

 

市内の道路網 
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（３）産業 

 ①産業分類 

本市の産業のうち、最も多い事業所数の産業は、平成２８（２０１６）年度では、

産業大分類別の「卸売業，小売業」であり、全体の２２．３％を占めています。次

いで、「宿泊業，飲食サービス業」（１１.３％）、「建設業」（１０.３％）となって

います。 

また、最も事業所人数が多い産業は、「卸売業，小売業」であり、全体の２０.８％

を占めています。次いで、「医療，福祉」（１６．０％）、「宿泊業，飲食サービス業」

（１０.４％）となっています。 

 

■産業大分類別の事業所数と事業所人数（平成 28年度） 

産業（大分類） 

事業所数 事業所人数 

件数

（件） 

全事業所

に対する

割合 

人数（人） 

全事業所人

数に対する

割合 

Ａ 農業，林業 19 0.2% 160 0.1% 

Ｂ 漁業 - - - - 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 - - - - 

Ｄ 建設業 1,047 10.3% 6,426 6.4% 

Ｅ 製造業 674 6.6% 11,282 10.1% 

Ｆ 電気･ガス･熱供給・水道業 2 0.0% 137 0.1% 

Ｇ 情報通信業 93 0.9% 652 0.6% 

Ｈ 運輸業，郵便業 264 2.6% 10,265 9.0% 

Ｉ 卸売業，小売業 2,284 22.3% 21,118 20.8% 

Ｊ 金融業，保険業 147 1.5% 2,974 2.9% 

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 681 6.8% 3,347 3.3% 

Ｌ 学術研究， 

専門・技術サービス業 
398 3.9% 2,124 2.3% 

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 1,150 11.3% 10,705 10.4% 

Ｎ 生活関連サービス業， 

娯楽業 
951 9.3% 5,409 5.1% 

Ｏ 教育，学習支援業 411 4.0% 3,831 3.2% 

Ｐ 医療，福祉 978 9.5% 16,419 16.0% 

Ｑ 複合サービス業 33 0.3% 675 0.7% 

Ｒ サービス業 

(他に分類されないもの) 
490 5.0% 8,476 7.5% 

Ｓ 公務 … … … … 

総   数 9,622  100% 104,000  100% 

出典：所沢市統計書 
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②土地利用 

令和２（２０２０）年 1月現在の市内の地目別土地利用は、宅地が最も多く、全

体の３５．３％を占め、次いで、畑となっています。推移については、畑や山林等

は減少傾向、宅地は増加傾向にあります。 

■地目別土地利用面積（令和 2年 1月 1日現在） 

地目 面積（ha） 割合 

田 4.1 0.1% 

畑 1,703.5 23.6% 

宅   地 2,548.3 35.3% 

山   林 446.2 6.2% 

原   野 0.3 0.0% 

雑 種 地 721.8 10.0% 

そ の 他 1,786.8 24.8% 

総   数 7,211.0 100% 

出典：所沢市統計書 

■地目別土地利用面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、本市の都市計画において、市街化区域は２，７９６ha（約３９%）、市街化

調整区域は４，４０３ha（約６１%）となっています。令和３（２０２１）年度に

おける用途地域の指定面積は、住宅系の面積が最も多く、全体の９１．９%を占め

ています。 

(ha) 

(ha) 

(ha) 

出典：所沢市統計書より作図 
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■用途地域別指定面積（令和 3年 4月 1日所沢市告示第 178号） 

用途種別 面積（ha） 割合 

第一種低層住居専用地域 1,262.0  44.9% 

第二種低層住居専用地域 35.6  1.3% 

第一種中高層住居専用地域 387.0  13.9% 

第二種中高層住居専用地域 124.2  4.5% 

第一種住居地域 582.7  20.8% 

第二種住居地域 129.6  4.6% 

準住居地域 45.7  1.6% 

近隣商業地域 54.4  2.0% 

商業地域 85.0  3.1% 

準工業地域 91.0  3.2% 

工業専用地域 3.3  0.1% 

合計 2,800.5  100.0% 

 

（４）その他（下水道・公園） 

令和２（２０２０）年度の市内下水道処理区域内人口は３２４，９８７人で、下

水道普及率は９４．５％、水洗化人口は３２０，１１６人で、水洗化率は９８．５%

となっています。 

令和３（２０２１）年４月１日現在の市内都市公園及び都市緑地については、総

公園数２３５、総面積１４２．４９haとなっています。 

 

■都市公園及び都市緑地の状況（令和３年４月１日現在） 

  総数 
街区

公園 

近隣

公園 

総合

公園 

風致

公園 

都市

緑地 

広域

公園 

公園数 235 176 5 2 1 50 1 

面積

(ha) 
142.49  27.17  8.70  29.23  8.70  18.49  50.20  

    ※面積は端数処理の都合により合計は一致しない 

出典：令和３年市政概要 
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第３章 想定される被害 
 

３－１ 過去に被害をもたらした災害 

（１）地震 

 平成２３（２０１１）年３月１１日（金）午後２時４６分に起きた、東北地方太

平洋沖地震（日本における観測史上最大の規模Ｍ９.０を観測）は、死者・行方不

明者約１９,０００人、家屋等の全半壊３８万棟余りと多くの被害をもたらし、本

市においても負傷者２人、一部損壊３１棟の被害が生じました。 

  また、この影響により、物流がストップすることで、多くの市民の日常生活が不

自由となりました。 

  その後の東京電力福島第一原子力発電所の事故を機に、エネルギーの安定供給が

大きな問題となり、本市においても電力供給がストップする事態（計画停電）が生

じました。  

過去に記録された地震災害のうち、埼玉県に被害を及ぼしたものとして、元禄地

震（１７０３年）、江戸地震（１８５５年）、関東大地震（１９２３年）は関東１都

６県に甚大な被害を及ぼし、数千から数万といった死傷者や倒壊家屋を出していま

す。 

この他、Ｍ６.０以上のものとしては、明治期以前では１６４９年に川越を震央

としたＭ７.１（７月）及びＭ６.４（９月）の地震、１７９１年に川越・蕨を震央

としたＭ６.０～６．５の地震、１８５９年に立川・多摩を震央としたＭ６.３の地

震、昭和初期では、昭和６（１９３１）年にＭ６.９の西埼玉地震、昭和４３（１

９６８）年の埼玉県中部を震央としたＭ６.１の地震があげられます。 

なお、これらの地震の埼玉県内での被害は比較的少なく、例えば、被害全体で死

者・行方不明者約１５万人を出した関東大地震では、同３２３人で１都６県中、５

番目の被害にとどまっています。 

所沢市史によれば、明治時代以降、地震によって死者を出したのはこの関東大地

震のみで、死者１人、建物損壊１棟のみが記録されています。 

 

（２）風水害 

①風害 

近年、強風による被害のうち著しいものは、昭和５４（１９７９）年１０月１９

日に接近した台風第２０号で死者１名、負傷者７名を出しています。このときは、

建物への影響も大きく全壊・半壊併せて１２８棟が被害を受けています。 

昭和５３（１９７８）年以前では、同４１（１９６６）年９月２５日の台風第２

６号が負傷者４名、全壊家屋９５棟、半壊家屋・一部破損家屋１,８７１棟という

甚大な被害を残した記録があります。 

台風以外の最近の記録では、平成１８（２００６）年５月２０日午後３時から４

時頃に寒冷前線の通過により発生した竜巻による突風で、所沢新町から中新井３丁
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目にかけての住家一部損壊４１棟の記録があります。 

 

②水害 

水害は、河川の氾濫、決壊や道路冠水・溢水による床上・床下浸水などが記録さ

れています。平成２８（２０１６）年度までの床上・床下浸水棟数はそれぞれ延べ

２４７棟、８３２棟です。 

最も大きな被害を出したのは、平成２８（２０１６）年８月２２日の台風第９号

で、床上・床下浸水併せて６０２棟に及んでいます。 

昭和４０（１９６５）年以降の主な災害は以下のとおりです。 

 

 内 容 被 害 状 況 

昭和 41年 
台風第 4号 
風水害 

6月 28日に襲来した台風第 4号は、厚い雨雲
を伴って房総沖を通過し、梅雨前線を刺激し典
型的な雨台風となり、関東地方に激しい雨を降
らせ、市では柳瀬川、東川、砂川堀、不老川が
豪雨により氾濫し、家屋の流失や浸水家屋、
崖くずれ、橋の流失等大きな被害をもたらし、
降雨量は 274.9mmを記録した。 
この災害で、市では災害対策本部を設置し、

避難者に炊き出しを行う等、大規模な救助活動
を実施した。 

 

 流失家屋     2棟 
 床上浸水     57棟 
 床下浸水    195棟 
 道路破損   8か所 
 崖くずれ    9か所 
 橋梁流失    9か所 

昭和 41年 
台風第 26号 
風水害 

9 月 25 日に襲来した台風第 26 号は、午前 2
時ごろ県北西部を北上したため強風と大雨にみ
まわれ、市の区域においても家屋の損倒壊・被
害が続出した。 
倒壊家屋が多かったのは、記録的な暴風によ

るもので、最大瞬間風速 35.4ｍを記録した。こ
の災害で市では、災害対策本部を設置し、市始
まって以来初めて、災害救助法の適用を受け被
災者の救助にあたった。 

 負傷者     4名 
 全壊家屋    95棟 
 半壊家屋   341棟 
 一部破損   1,530棟 
 床下浸水    4棟 
 公共土木被害 4か所 
 田畑被害   1,354ha 

昭和 52年 
8月 17日～ 
19日長雨 

8 月としては異常な長雨が続いたところへ、
台風第 11 号の房総沖通過に伴い前線を刺激し
て大雨となり、砂川堀の決壊により美原町、松
葉町地域で浸水家屋、東川の増水により橋の流
失等の被害をもたらした。 
降り始めてからの雨量は 396.1mmに達し、田

畑の冠水等により農作物に大きな被害をもたら
した。 

 床上浸水     27棟 
 橋梁流失    1か所 
 床下浸水    52棟 
 田畑被害    334ha 
 道路不通     4か所 
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 内 容 被 害 状 況 

昭和 54年 
台風第 20号 
風水害 

10月 19日に襲来した台風第 20号は、激しい
暴風雨を伴い紀伊半島に上陸北上したため、市
内では昼前から風雨が強くなり、午後 1時 30分
には最大瞬間風速35.0ｍを記録する暴風雨にみ
まわれた。特に風による被害が大きく、市内の
全地域で家屋の損壊や文教施設に相当の被害を
受けた。 

 全壊         8棟 
 半壊        14棟 
 一部破損     79棟 
 床上浸水     3棟 
 床下浸水      8棟 
 文教施設被害  27棟 
 道路冠水    4か所 
 農作物被書     604ha 
 死者          1名 
 負傷者         7名 

昭和 57年 
台風第 18号 
風水害 

9 月 12 日に襲来した台風第 18 号は、県北西
部を北上したため、市内においても激しい雨に
みまわれ、降雨量 301.0mmを記録した。この豪
雨で市内を流れる河川が各所で氾濫し、家屋の
損壊、家屋の浸水、崖崩れ等多くの被害をもた
らした。 

 住家一部損壊   1棟 
 非住家全壊      3棟 
 床上浸水      100棟 
 床下浸水    369棟 
 道路被害(冠水・陥没） 
             4か所 
 文教施設被害 
             6か所 
 水道施設被害 2か所 
 崖崩れ        4か所 
 畑の冠水     62ha 

平成 4年 
７月 15日 
豪雨による水害 

梅雨末期の大気の不安定な状態が、市内各所
に局地的な豪雨をもたらした。特に、午後 8 時
から 9時までの1時間当たりの降雨量は 75mmと
いう最大級の数値を記録し、各所で被害が続出
した。 

 床上浸水     92棟 
 土砂崩れ    1か所 
 床下浸水   144棟 
 橋の欄干流出 1か所 
 店舗等への雨水侵入 
        73か所 
 道路被害(冠水・陥没） 
         21か所 
 河川の護岸崩壊 
         3か所 
ブロック塀の倒壊 
       3か所 
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 内 容 被 害 状 況 

平成 17年 
9月 4日 
豪雨による水
害 

 九州西部に上陸した台風第 14号は、山陰沖に
抜けるまで勢力をほぼ維持したまま、ゆっくり
とした速度で進行したため、三陸沖から九州北
部へのびる前線に向かって、暖かく湿った空気
が流れ込み、関東地方で大気の状態が不安定と
なり、雨雲が急速に発達し中央消防署南分署で、
午後 6時から 7時までの 1時間に、78.7mmの雨
量を記録した。 

床上浸水    21棟 
床下浸水   86棟 
河川の護岸崩壊  

1か所 
人的被害    1名 

平成 18年 
5月 20日 
竜巻による風
害 

午後 3 時から 4 時頃、突風により市内に局地
的な帯状分布を示す被害をもたらした。同時刻、
寒気を伴った上空の気圧の谷が、東日本を通過
中であった。関東地方では、午後は晴れて気温
が上昇したことも加わって、大気の状態は不安
定であった。また、市域には、大雨警報、洪水
警報、雷注意報が発表されていた。 
突風の原因は、竜巻と考えられている。竜巻

通過前、雨は小降りであったが、通過後、雨風
がしばらく強くなった。 
被害状況は、住家一部損壊であり、屋根の浮

上り、瓦の飛散及び瓦の破片が壁に突き刺さる
といった被害が認められた。 

 住家一部損壊  41棟 
 

平成 22年 
6月 29日 
雷を伴う集中
豪雨 

落雷による停電が発生。午後 9時から 10時ま
での間に時間最大雨量 61.5mmを記録した。 

床上浸水      12棟 
床下浸水    17棟 
店舗等への雨水侵入 
         2か所 
道路冠水   12か所 
(車両の水没   2か所) 
停電     800世帯 

平成 22年 
7月 5日 
集中豪雨によ
る水害 

雨雲がゆっくりした動きで市内を通過したた
め、多くの被害をもたらした。 
午後 6時から 9時までの 3時間で 108mmを記

録した（午後 6 時から７時までの間、時間最大
雨量 45mm）。 

床上浸水     2棟 
床下浸水    17棟 
道路冠水    21か所 
護岸崩落    1か所 
土砂崩れ      1か所 
ブロック塀の倒壊   

1か所 

平成 22年 
10月 13日 
集中豪雨によ
る水害 

午後 8時から 10時までの 2時間で 103mmを記
録した（午後 8 時から 9 時までの間、時間最大
雨量 63mm）。 

床上浸水      1棟 
床下浸水     11棟 
道路冠水    12か所 
護岸崩落     1か所 
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 内 容 被 害 状 況 

平成 23年 
台風第 15号 
風水害 

9月 21日に襲来した台風第 15号では、最大瞬
間風速 30ｍの強風による屋根などの剥離、倒木
が多数発生。街路灯にも被害、また倒木による
停電や西武線の運行停止が発生した。 
屋根を飛ばされたアパートの住民対応とし

て、避難場所を 1か所提供した。 

床下浸水     1棟 
住家一部破損    21棟 
倒木       86か所 
街路灯の破損   3か所 
停電      300世帯 

平成 24年 
台風第 4号 
風害 

6月 19日に襲来した台風第 4号は、最大瞬間
風速 30.9ｍの強風により、外で作業をしていた
男性 1 名が怪我。また、倒木により一部地域で
停電が発生したほか、道路交通障害が多数発生
した。 

 人的被害     1名 
 住家被害    2棟 
 非住家被害   1棟 
 倒木     15か所 
 停電   1,060世帯 

平成 24年 
台風第 17号 
風害 

9月 30日に襲来した台風第 17号は、最大瞬間
風速 33.6ｍの強風により、トタン屋根などの剥
離、倒木が多数発生。また、倒木により一部地
域で停電が発生したほか、道路交通障害も発生
した。 

 住家被害    4棟 
 非住家被害   1棟 
 倒木     10か所 
 停電     70世帯 
 看板落下   1か所 

平成 25年 
7月 15日～16
日大雨と台風
第 18号 
風水害 

7 月 15 日の明け方からの大雨（時間最大雨量
31.5mm）及び 16 日の台風第 18 号（最大瞬間風
速 24.6ｍ）の影響により、急傾斜地における土
砂災害の危険性が高まったため、危険箇所世帯
に避難勧告を発令（土砂災害発生せず、被害な
し）。また、大雨により道路冠水が発生したほか、
強風により女性 1名が転倒し怪我を負った。 

 避難勧告 4世帯 13名 
 人的被害     1名 
住家被害     6棟 
 非住家被害    2棟 
 倒木       9か所 
 道路冠水   4か所 

平成 25年 
台風第 26号 
風水害 

10月 15日に襲来した台風第 26号は、最大瞬
間風速 24.5ｍの強風により、女性 1名が転倒し
て怪我を負ったほか、トタン屋根等の剥離が発
生した。また、大雨（時間最大雨量 29.0mm）に
より道路冠水が発生した。 

 人的被害    1名 
住家被害    7棟 
 非住家被害   1棟 
 倒木      5か所 
 看板落下   1か所 
 道路冠水   2か所 

平成 28年 
台風第 9号 
風水害 

8月 22日、市では、台風第 9号の接近により
南から湿った空気が流れ込み、降り始めからの
総雨量が 200mm を超え、1 時間の最大雨量は、
76.5mmを記録した。 
市内では、東川や柳瀬川などの氾濫等により、

床上浸水が 119 棟、床下浸水等が 483 棟、その
他、道路冠水や土砂崩れなど多くの被害が発生
した。 
また、荒幡地区の柳瀬川護岸が崩壊し、住家 1

棟が大きく傾斜するなど、地域の住宅に甚大な
被害が発生した。 
市としては、この対応として、災害対策本部

を立ち上げ、全庁的に災害対策にあたった。 

全壊       1棟 
大規模半壊    2棟 
 半壊          1棟 
一部損壊     9棟 
 床上浸水      119棟 
 床下浸水等   483棟 
 道路冠水(冠水・陥没等） 
            19か所 
護岸崩壊     12か所 
 公共施設被害  91か所 
下水道施設被害 31か所 
 土砂崩れ       3か所 
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 内 容 被 害 状 況 

平成 29年 
台風第 21号 
風水害 

10月 22日からの台風第 21号の影響により、
市では22日降雨量157.0mm、23日降雨量141.5mm
を記録した。 
この大雨により、市内で床上浸水 1 件、床下

浸水 9 件の他、道路冠水・倒木などの被害が発
生した。 

床上浸水     1棟 
床下浸水      9棟 
道路冠水      3件 
倒木            2件 
土砂崩れ     1件 
傾斜地崩落     2か所 

令和元年 
台風第 19号 
風水害 

10月 12日、台風第 19号の影響により、市で
は１日の総雨量 370mm、1 時間最大雨量 55.0mm
を記録した。 
この大雨による柳瀬川や東川の河川氾濫によ

り、市内では床下浸水 158件、床上浸水 13件、
その他、道路冠水や護岸の崩落などが発生した。 
また、12日午前 10時に警戒レベル 3「避難準

備・高齢者等避難開始」を発令し、河川沿いの
指定避難所 7か所に約 850名の方が避難した。 

床上浸水    13棟 
床下浸水    158棟 
道路冠水     13件 
停電           300件 
風害（倒木・飛来物など） 

13件 
土砂崩れ     1件 
避難者（指定避難所） 

852名 
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３－２ 想定される地震・風水害 

（１）地震 

 平成２４（２０１２）・２５（２０１３）年度埼玉県地震被害想定調査結果に基

づく、本市における想定地震は、以下のとおりです。 

 

①想定地震 

本市の区域に被害をもたらすと考えられる地震として、立川断層帯地震と東京

湾北部地震の２ケースを想定しました。 

 

 立川断層帯地震 東京湾北部地震 

震源地 武蔵村山周辺の立川断層帯 葛西臨海公園周辺 

規 模 Ⅿ７.４ Ⅿ７.３ 

  ○ 地震発生時刻・・・・・５時（冬）／１２時（夏）／１８時（冬）を想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②想定地震予測 

前掲の２ケースにおける想定地震予測のうち、立川断層帯地震の最大計測震度

は６．４（震度６強）、東京湾北部地震の最大計測震度は５.９（震度６弱）と予

測しました。また、立川断層帯地震の推計にあたっては、地震による破壊開始の始

まる位置の設定により、震度分布や被害が大きく異なるため、本計画ではその最大

値を掲載しています。 
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１ 立川断層帯地震による建物被害予測結果 

 棟 数 

全 壊   846棟（土砂災害７棟含む） 

半 壊 5,095棟（土砂災害 16棟含む） 
 

２ 東京湾北部地震による建物被害予測結果 

 棟 数 

全 壊    5棟（土砂災害１棟含む） 

半 壊 403棟（土砂災害１棟含む） 

 
 
 
③消失危険予測（最大被害を以下のとおり想定） 

１ 立川断層帯地震による焼失危険予測 

 冬１８時（８ｍ／ｓ）・・・・・７７９棟 

２ 東京湾北部地震による焼失危険予測 

 冬１８時（８ｍ／ｓ）・・・・・  ８０棟 

 
 
 
④人的被害予測 

想定地震による人的被害予測は、建物倒壊や火災に伴う全てのものを対象としま

す。 

 

１ 立川断層帯地震による人的被害予測 

 地震発生時刻 

5時・冬 

地震発生時刻

12時・夏 

地震発生時刻

18時・冬 

死者数 65 人 36 人 49 人 

負傷者数 857 人 441 人 607 人 

合 計 922 人 477 人 656 人 

 
  ２ 東京湾北部地震による人的被害予測 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地震発生時刻 

5時・冬 

地震発生時刻

12時・夏 

地震発生時刻

18時・冬 

死者数 0 人 0 人 1 人 

負傷者数 64 人 61 人 73 人 

合 計 64 人 61 人 74 人 
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⑤ライフライン被害予測 

 ライフラインの被害予測については、被害が最も大きい立川断層帯地震の被害の

最大値を掲載しました。 

 

１ 停電被害予測 

ケース 風速 項 目  

被災直後 

（火災なし） 

 停電世帯数（世帯） 20,985 

停電人口（人） 50,807 

停電率（％） 14.86 

冬 5時 

（１日後） 

3ｍ／ｓ 

停電世帯数（世帯） 3,370 

停電人口（人） 8,160 

停電率（％） 2.39 

8ｍ／ｓ 

停電世帯数（世帯） 3,414 

停電人口（人） 8,266 

停電率（％） 2.42 

夏 12時 

（１日後） 

3ｍ／ｓ 

停電世帯数（世帯） 3,479 

停電人口（人） 8,424 

停電率（％） 2.46 

8ｍ／ｓ 

停電世帯数（世帯） 3,542 

停電人口（人） 8,576 

停電率（％） 2.51 

冬 18時 

（１日後） 

3ｍ／ｓ 

停電世帯数（世帯） 4,098 

停電人口（人） 9,922 

停電率（％） 2.90 

8ｍ／ｓ 

停電世帯数（世帯） 4,284 

停電人口（人） 10,372 

停電率（％） 3.03 
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２ 電力電柱被害予測 

ケース 風速 項 目  

冬 5時 

3ｍ／ｓ 
電柱被害数（本） 128 

被害率（％） 0.33 

8ｍ／ｓ 
電柱被害数（本） 138 

被害率（％） 0.35 

夏 12時 

3ｍ／ｓ 
電柱被害数（本） 153 

被害率（％） 0.39 

8ｍ／ｓ 
電柱被害数（本） 168 

被害率（％） 0.43 

冬 18時 

3ｍ／ｓ 
電柱被害数（本） 295 

被害率（％） 0.75 

8ｍ／ｓ 
電柱被害数（本） 337 

被害率（％） 0.86 

※埼玉県全体における復旧日数予測は１日（復旧対象は非焼失地域） 

 

 

   ３ 不通回線被害予測 

ケース 風速 項 目  

冬 5時 

3ｍ／ｓ 
不通回線数（回線） 267 

不通率（％） 0.19 

8ｍ／ｓ 
不通回線数（回線） 302 

不通率（％） 0.22 

夏 12時 

3ｍ／ｓ 
不通回線数（回線） 356 

不通率（％） 0.26 

8ｍ／ｓ 
不通回線数（回線） 407 

不通率（％） 0.29 

冬 18時 

3ｍ／ｓ 
不通回線数（回線） 857 

不通率（％） 0.62 

8ｍ／ｓ 
不通回線数（回線） 1,007 

不通率（％） 0.73 
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４ 通信電柱被害予測 

ケース 風速 項 目  

冬 5時 

3ｍ／ｓ 
電柱被害数（本） 40 

被害率（％） 0.33 

8ｍ／ｓ 
電柱被害数（本） 43 

被害率（％） 0.35 

夏 12時 

3ｍ／ｓ 
電柱被害数（本） 48 

被害率（％） 0.39 

8ｍ／ｓ 
電柱被害数（本） 52 

被害率（％） 0.43 

冬 18時 

3ｍ／ｓ 
電柱被害数（本） 92 

被害率（％） 0.75 

8ｍ／ｓ 
電柱被害数（本） 105 

被害率（％） 0.86 

※埼玉県全体における復旧日数予測は３日（復旧対象は非焼失地域） 

 

 

   ５ 都市ガス被害予測 

需要家件数（件） 供給停止件数（件） 供給停止率（％） 

79,319 47,847 60.3 

※埼玉県全体における復旧日数予測は７日 

 

 

 ６ 上水道被害予測 

被害 

箇 所

数 

被害率 

(箇所／

km) 

断水率 

(％) 

(直後) 

断水率 

(％) 

(１日後) 

断水率 

(％) 

(２日後) 

断水 

世帯数 

(直後) 

断水 

世帯数 

(１日後) 

断水人口 

(人) 

(直後) 

断水人口 

(人) 

(１日後) 

53 0.05 14.9 9.1 8.5 20,987 12,811 50,813 31,017 

 ※埼玉県全体における復旧日数予測は 11日 

 

 

   ７ 下水道被害予測 

被害延長 

（km） 

被害率 

（％） 

機能支障人口 

（人） 

230 19.3 59,399 

※埼玉県全体における復旧日数予測は 20日 
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（２）風水害 

今後は今まで以上に、地球温暖化やヒートアイランド現象により発生する、より

大型の台風や竜巻、線状降水帯、集中豪雨などが予想され、それに伴い風水害の被

害も大きくなると予想されます。 

特に水害について、一般に浸水を受けやすい地形は、河川氾濫によって形成され

た地形及び周辺から水の集まりやすい凹地などで、旧河道、谷底平野、氾濫平野、

凹地、浅い谷、湿地がこれに該当します。 

当市では、集中豪雨等により、柳瀬川や東川、林川などで河川氾濫に伴う浸水被

害が想定されるとともに、市全域において凹地などでは内水被害のおそれがありま

す。 
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第４章 本計画の基本的な考え方 

４－１ 基本目標 

本計画では、基本計画に掲げられている４つの基本的な考え方を念頭に置き、危

機に翻弄されることなくこれに打ち勝ち、その帰結として、市の持続的な成長を実

現し、次世代を担う若者たちが将来に明るい希望を持てる環境を獲得するため、基

本目標を次の通り設定しました。 

 

４－２ 事前に備える目標（行動目標） 

４つの基本的な考え方をもとに大規模自然災害を想定し、より具体化した事前に

備える目標を次のとおり設定しました。 

≪本市の強靱化のための基本的な考え方≫ 

①市民の生命を最大限守る 

②市民の財産及び公共施設の被害をできる限り軽減する 

③地域社会の重要な機能を維持し、生活・経済への影響をできる限り軽減する 

④迅速な復旧・復興を可能とする備えをする 

≪本市における事前に備える目標≫ 

目標１ 被害の発生抑制により人命を保護する 

目標２ 救助・救急・医療活動により人命を保護するとともに避難所の公衆衛生

と生活の質を確保する 

目標３ 必要不可欠な行政機能を確保する 

目標４ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスを確保する 

目標５ 経済活動の機能を維持する 

目標６ 生活・経済活動に必要なライフライン、交通ネットワーク等の被害を最

小限に留め、早期に復旧する 

目標７ 二次災害を発生させない 

目標８ 大規模自然災害被災後でも迅速な再建・復興ができるようにする 

目標９ 様々な帰宅困難者への安全を確保する 
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第５章 脆弱性評価の結果と対応方策 

５－１ 「起きてはならない事態」の設定 

「起きてはならない事態」は、大規模自然災害による被害を、インフラの直接被

害、機能低下、間接被害、復旧・復興への影響などを考慮し、インフラが災害から

受ける直接的な被害を起点として、そこから派生する被害、大規模な被害を中心に

まとめたものです。 

本計画は国の基本計画と調和を保つことが必要であることから、国の基本計画で

設定された「起きてはならない最悪の事態」、及び埼玉県地域強靱化計画を踏まえ、

市の特性等も考慮し、本計画では３７の「起きてはならない事態」を設定しました。 

 

事前に備える目標 起きてはならない事態 

１ 被害の発生抑制

により人命を保護す

る 

1-1  住宅・建物・交通施設等の倒壊により、多数の死傷者

が発生する事態 

1-2  火災により、多数の死傷者が発生する事態（密集市街

地や不特定多数が集まる施設等含む） 

1-3  異常気象（竜巻・台風）等により、多数の死傷者が発

生する事態（建物の倒壊や浸水・洪水等） 

1-4  大規模な火山噴火（降灰）・土砂災害等により、多数の

死傷者が発生する事態 

1-5 列車の転覆等の交通機関の被害等により、多数の死傷

者が発生する事態 

２ 救助・救急・医

療活動により人命を

保護するとともに避

難所の公衆衛生と生

活の質を確保する 

 

2-1  救助・捜索活動が大量に発生し、救助が遅延する事態 

2-2  医療需要が急激に増加し、医療機能が著しく低下する

事態 

2-3  被災地における疫病、感染症等が大規模発生する事態 

2-4 被災地での飲食料、ライフラインの長期停止等により、

避難所の衛生状態が悪化する事態 

2-5 地域活動の担い手不足等により、避難所等の生活環境

が悪化する事態 

３ 必要不可欠な行

政機能を確保する 

3-1  市職員・市有施設等の被災により、行政機能が低下す

る事態 

3-2 被災等により、治安が悪化する事態 

４ 必要不可欠な情

報通信機能・情報サ

ービスを確保する 

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停

止等により、情報の収集・伝達が出来ず、避難行動や救助・

支援が遅れる事態 

4-2 情報の正確性の低下等により、誤った情報が拡散する

事態 
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５ 経済活動の機能

を維持する 

5-1 農業・産業の生産力が低下する事態 

5-2 消費・流通機能の低下等により、経済活動が停滞する

事態 

６ 生活・経済活動に

必要なライフライ

ン、交通ネットワー

ク等の被害を最小限

に留め、早期に復旧

する 

6-1 電気・ガス等のエネルギー供給が停止する事態 

6-2  食料や日用品、燃料等の物資が大幅に不足する事態 

6-3 水道等による給水が停止する事態 

6-4 汚水処理の長期間停止等により、汚水が滞留する事態 

6-5 交通インフラが長期間にわたり機能低下する事態 

6-6 沿線建築物の倒壊等による道路・線路の閉塞や、道路

の陥没などにより、交通マヒが長期にわたる事態 

6-7  異常渇水等による用水供給途絶に伴い生産活動への甚

大な影響を及ぼす事態 

７ 二次災害を発生

させない 

 

7-1 消火力低下等により、大規模延焼が発生する事態 

7-2 調整池、防災インフラ等の洪水抑制機能が大幅に低下

する事態 

7-3  危険物・有害物質等が流出する事態 

８ 大規模自然災害

被災後でも迅速な再

建・復興ができるよ

うにする 

8-1 大量に発生する災害廃棄物・産業廃棄物等の処理が停

滞する事態 

8-2 労働力等の減少等により、復旧・復興工事が大幅に遅

れる事態 

8-3  市内のインフラの崩壊等により、復旧・復興が大幅に

遅れる事態 

8-4  土地利用の混乱に伴う境界情報の消失等により、復

旧・復興が大幅に遅れる事態 

8-5  耕作放棄地や森林等の荒廃地が大幅に増加する事態 

8-6  広域かつ長期的な浸水被害が発生する事態 

8-7  貴重な文化財や環境的資産の喪失等による有形・無形

の文化財の散逸・き損が発生する事態 

8-8 地域コミュニティが崩壊する事態 

8-9 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整

備が進まず復興が大幅に遅れる事態 

8-10 生活基盤が崩壊する事態 

９ 様々な帰宅困難

者への安全を確保す

る 

9-1 大量の帰宅困難者が発生し、多数の家族が分断される

事態（保護者の都内等からの帰宅困難の状況に陥った場合の

保育園、児童館、学校等の対応含む） 
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５－２ 「起きてはならない事態」の発生回避等に向けた評価と 

国土強靱化への取り組み 

「起きてはならない事態」ごとに、大規模災害時に起こり得る事態の具体的状況

の例、その事態を引き起こす要因、その後に起こり得る事態、また、その事態の発

生回避・被害軽減に資する現在の取り組みを整理しながら脆弱性を評価しました。 

現在取り組んでいる施策を引き続き実施するとともに、脆弱性評価結果を踏まえ、

国土強靱化に向けた対応方策（主な行動）を含めて一元的にまとめたものを次頁以

降掲載します。 
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起きてはならない事態 脆弱性の評価 対応方策 関係部局等

街全体の耐震化を進めていくため、「所沢市建築物耐震改修促進計

画」に基づき、耐震診断や耐震補強工事を行う市民等に支援をしてい

く。

緊急輸送道路の沿道では、建築物の耐震化を早急に促進していく。

各公共施設等について耐震化を進めるとともに、適正な維持管理及び

運用を進めていく。

経営企画部、街づくり計画部、建設部、

各施設所管等部局

被災後の被害拡大を防止するため、震災後の建

築物の危険度の判定体制を整備する必要がある

埼玉県等との協力体制により、震災後に宅地や建築物の危険度を判定

する判定士（被災宅地危険度判定士・被災建築物応急危険度判定士）

を養成・訓練していく。

街づくり計画部

消防力等の発揮により被害の発生抑制・軽減を

図る必要がある

地域防災力の要となる消防団の施設・装備の充実、車両の計画的更

新、消防団員の資質向上に努めていくとともに、埼玉西部消防局との

連携を図り、被害の発生抑制や軽減を図っていく。

危機管理室

木造住宅密集地における住宅倒壊や延焼、都市

基盤の未整備による甚大な被害の発生は、緊急

車両の通行妨げにつながるため、災害に強い都

市づくりを推進する必要がある

街路樹の整備や電線類の地中化、防火・準防火地域の指定により、緊

急輸送道路としての強化を図っていく。

市内には多くの密集市街地や狭あい道路がある

ことから、大規模火災の拡大を防ぐため、オー

プンスペースを確保する必要がある

自然災害発生時の火災延焼防止や避難場所としての利用等のための防

災空間の確保や運用等について検討し、公園や河川敷はもとより、建

築物の壁面後退等によりオープンスペースを確保することで、防災力

の向上を図っていく。

地球温暖化対策やヒートアイランドが集中豪雨

の原因のひとつとして考えられていることか

ら、みどりの保全や創エネ・省エネ等の対策を

推進する必要がある

樹林地、農地等の保全や施設緑地の整備、次世代自動車や再生可能エ

ネルギー設備、省エネ設備の普及促進、及び施設の改修等、脱炭素社

会の構築を進めていく。

環境クリーン部、産業経済部、

各施設所管等部局

集中豪雨による浸水被害を防止・軽減するた

め、治水施設（雨水管、雨水桝含む）を整備す

る必要がある

水路の改修、雨水管や貯留施設の整備、雨水桝の浸透化等の対策を講

じていく。
建設部、上下水道局

1-4
大規模な火山噴火（降灰）・土砂災害等

により、多数の死傷者が発生する事態

被害の発生抑制・軽減を図るため、土砂災害等

の防止設備を整備する必要がある

土砂災害等の可能性がある場所において、擁壁の適正な維持管理等を

進めていく。
建設部、各施設所管等部局

事前に備える目標 1 被害の発生抑制により人命を保護する

街づくり計画部、建設部耐震化が不十分なものが倒壊・傾斜し、多くの

死傷者が発生するため、街全体の耐震化を進め

ていく必要がある住宅・建物・交通施設等の倒壊により、

多数の死傷者が発生する事態
1-1

環境クリーン部、街づくり計画部、

建設部

1-2

火災により、多数の死傷者が発生する事

態（密集市街地や不特定多数が集まる施

設等含む）

1-3

異常気象（竜巻・台風）等により、多数

の死傷者が発生する事態（建物の倒壊や

浸水・洪水等）
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起きてはならない事態 脆弱性の評価 対応方策 関係部局等

平常時から自治会・町内会、民生委員等と連携しながら、迅速な避難

体制を構築していく。

地域の避難行動要支援者等、要配慮者に対する支援体制を構築すると

ともに、自主防災組織をはじめとする関係機関等と連携の強化を図っ

ていく。

市民等の安全を確保するため、ユニバーサルデザインに配慮した防災

ガイド・避難所マップや各種ハザードマップを作成し、市民等への情

報提供を行っていく。

「自分の身は自分で守る」、「自分たちの地域は自分たちで守る」と

いう自助・共助の意識を醸成するための防災教育、意識啓発を進めて

いく。

1-5
列車の転覆等の交通機関の被害等によ

り、多数の死傷者が発生する事態

公共交通機関における災害応急対策を確立する

必要がある

災害時には列車、車両の転覆等から多くの被害が発生する可能性があ

るため、平常時から公共交通機関等と安全対策について調整してい

く。

危機管理室、市民部、街づくり計画部

危機管理室、街づくり計画部、建設部、

各施設所管等部局

1-1～4
共通

災害直後、行政による救出救護体制が整わない

状況下において、地域の助け合いが重要である

ことから、地域と協働による防災のまちづくり

を構築する必要がある

危機管理室、市民部、福祉部、

こども未来部、健康推進部

被害の軽減を図るため、市民等の危機管理意識

の向上や自主避難体制の確立を進める必要があ

る
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起きてはならない事態 脆弱性の評価 対応方策 関係部等

住宅の倒壊や延焼等が救助遅延を発生させるた

め、住宅・建築物の耐震化等を促進する必要が

ある

緊急輸送道路の沿道では、建築物の耐震化を早急に促進するととも

に、街全体についても、耐震化を進めていくため、「所沢市建築物耐

震改修促進計画」に基づき、耐震診断や耐震補強工事を行う市民等に

支援をしていく。

街づくり計画部、建設部、

各施設所管等部局

木造住宅密集地における住宅の倒壊や延焼、都

市基盤の未整備は、緊急車両や救援物資運搬車

両の通行妨げにつながるため、災害に強い都市

づくりを推進する必要がある

街路樹の整備や電線類の地中化、防火・準防火地域の指定により、緊

急輸送道路としての強化を図っていくとともに、道路下に埋設されて

いる下水道管の耐震化を進めていく。

環境クリーン部、街づくり計画部、

建設部、上下水道局

市単独の人的資源には限りがあるため、関係機

関や他自治体等からの応援をスムーズに受け入

れる必要がある

救援部隊等、関係機関による救助・捜索活動が早期に実施できるよう

な受援体制を構築していく。
危機管理室、市民医療センター

災害時には、救助・救急事象が同時多発的に起

こることから、救助・捜索活動を行う人員が不

足する恐れがあるため、平時から被害の発生抑

制・軽減を図る必要がある

地域防災力の要となる消防団の施設・装備の充実、車両の計画的更

新、消防団員の資質向上に努めていくとともに、埼玉西部消防局との

連携を図り、被害の発生抑制や軽減を図っていく。

危機管理室

所沢市市民医療センターを市内後方医療施設として機能するよう検討

していくとともに、他の医療関係団体等との連携を図っていく。
危機管理室、市民医療センター

災害時の医療体制を確保するため、平常時より災害直後の初期医療・

保健活動体制及び負傷者の搬送先となる後方医療体制等について、県

や医師会等と連携して十分な医療体制の整備を図っていく。

健康推進部、市民医療センター

多くの方が精神的身体的ダメージを受け不調に

陥ることが予想されるため、避難者の心身のケ

アを実施する必要がある

避難所等において、被災者に対してメンタルケア等を実施できるよ

う、医師、看護師、精神保健福祉士、保健師、教育関係者、福祉関係

者及びソーシャルワーカー等の専門職員を確保していく。

福祉部、健康推進部、教育委員会、

市民医療センター

被災地において感染症を拡大させないため、新

しい生活様式にあった避難所を設置する必要が

ある

避難所において感染症を発生させないため、避難者同士のソーシャル

ディスタンスを保つとともに、基本的な感染予防対策を徹底して蔓延

防止に努め、あわせて、感染者が発生した場合の対応を構築してい

く。

被災時にも健康を維持できるよう、健康づくり

の充実を図る必要がある

市民の健康を守るため、平常時から各種健診（検診）の受診や生活習

慣病の予防啓発を行い、病気の発症予防、早期発見と早期治療を促進

するとともに、正しい知識の普及に努め感染症の発生・蔓延を防止し

ていく。

事前に備える目標 2 救助・救急・医療活動により人命を保護するとともに避難所の公衆衛生と生活の質を確保する

2-1
救助・捜索活動が大量に発生し、救助が

遅延する事態

2-2
医療需要が急激に増加し、医療機能が著

しく低下する事態

医療救護活動を迅速かつ適切に実施していくた

め、災害時医療体制を確保する必要がある

2-3
被災地における疫病、感染症等が大規模

発生する事態
危機管理室、健康推進部
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起きてはならない事態 脆弱性の評価 対応方策 関係部等

避難所の衛生状態の悪化を避けるため、トイレの整備や備蓄、保健師

等専門職の避難所巡回による公衆衛生活動体制、避難所へのエアコン

の設置等を検討していく。

危機管理室、健康推進部、

各施設所管等部局

避難所や活動拠点となる施設における救助用備品や飲食料等を確保し

ていく。
危機管理室

避難所等の電力を確保するため、避難所等に再生可能エネルギー設備

を設置するとともに、蓄電池や電気自動車等を活用し、電力を融通で

きる体制を構築していく。

給水車の活用等、避難所が水不足とならない体制を維持していく。

要配慮者が利用している社会福祉施設等において避難体制を整備する

とともに、行政や地域との連携を強化していく。

要配慮者を考慮した備蓄品目の充実を図るとともに、障害者施設や高

齢者施設等の福祉避難所となる施設においても、災害時に対応できる

体制整備を進めていく。

地域活動の担い手不足等から避難所運営が滞ら

ないよう、自助・共助の意識を醸成する必要が

ある

地域ぐるみの防災協力体制の整備や地域コミュニティの活性化、防災

訓練の充実、応急手当の普及促進等、災害から地域社会を守ることを

目的とした災害対策を推進する。

自治会・町内会はもとより、ＮＰＯ法人等の市民活動団体、民間企

業、商店街等の事業者が、得意分野や専門分野を活かしながら地域

ネットワークとして連携し、危機管理を含めた平常時からの地域課題

の解決にむけ、取り組みを進めていく。

避難所等においては専用掲示板の設置、語学ボランティアによる外国

語での情報提供、相談窓口の開設等を行えるような体制を図ってい

く。

危機管理室、福祉部

危機管理室、市民部、福祉部、

産業経済部

2-4

被災地での飲食料、ライフラインの長期

停止等により、避難所の衛生状態が悪化

する事態

被災時においても、生活の質を確保し公衆衛生

を担保するため、避難所運営の適正化を図る必

要がある

危機管理室、環境クリーン部、

上下水道局、各施設所管等部局

避難者の状態に応じた避難所環境を整備するた

め、福祉避難所の設置に係る調整を行う必要が

ある

危機管理室、福祉部、こども未来部

地域活動の担い手不足等により、避難所

等の生活環境が悪化する事態 災害時には組織的な応急活動が実施できなくな

ることが予想されるため、地域単位の防災力の

向上を図る必要がある

2-5
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起きてはならない事態 脆弱性の評価 対応方策 関係部等

行政自身にも被害が及ぶが、災害発生に伴う行

政需要が大量に発生するため、応急対応以外に

も一定の行政サービスレベルを確保する必要が

ある

多岐にわたる応急復旧業務に対応するため、限られた人員、資機材等

の資源を重点的に投入するとともに、災害対応時であっても休止する

ことが市民生活に重大な影響を及ぼすと考えられる業務は、継続して

実施していく。

全職員

災害時に拠点施設となる市有施設については、定期的に建物に対する

点検や改修を行っていく。
各施設所管部局

市有施設の電力を確保するため、再生可能エネルギー設備を設置する

とともに、蓄電池や電気自動車等を活用し、電力を融通できる環境を

構築していく。

危機管理室、環境クリーン部、

各施設所管部局

災害時において、ＢＣＰ（業務継続計画）が発動した場合において

も、問題なく業務を進められるよう市職員等に対する防災知識の普及

啓発を進めていく。

危機管理室

災害時に迅速な復旧・復興ができるよう一定の予算を確保していくと

ともに、市の施設（設備含む）についても、災害時に様々な活用がで

きるよう体制整備を進めていく。

危機管理室、財務部、各施設及び設備所

管部局

行政機能が低下する中、多様な問題が顕在化す

るため、各機関及び各自治体との連携強化を図

る必要がある

他自治体や民間事業者、各種団体等と災害時応援協定を締結し、災害

時においても対応できる体制整備を進めていく。

危機管理室、経営企画部、

他（応援協定を締結している所属）

災害時の治安維持のため、市・市民・関係機関等が相互に連携し、平

常時からの防犯意識の高揚及び醸成を図る等、防犯体制の充実を進め

ていく。

埼玉県警察と連携して、災害時においても治安が悪化しないような体

制整備を進めていく。

災害時においても、市民生活が脅かされないよう、市職員における

ＢＣＰの適正管理等の体制整備を進めていく。
危機管理室、経営企画部、総務部

事前に備える目標 3 必要不可欠な行政機能を確保する

多くの市有施設が災害時に拠点施設・避難所等

となることが想定されるため、強化を図ってい

く必要がある

災害時は複合的かつ大量の行政需要が発生する

ため、迅速な復旧・復興ができるよう、災害対

応に備えた経営資源（ヒト・モノ・カネ・情

報）の整備や確保を行う必要がある

様々な社会的混乱の発生が予測されるため、平

時から防犯意識の醸成を図り、事件事故対応の

体制を強化する必要がある。

3-1
市職員・市有施設等の被災により行政機

能が低下する事態

3-2 被災等により、治安が悪化する事態

市民部
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起きてはならない事態 脆弱性の評価 対応方策 関係部等

災害発生時に、市民がスムーズに避難できるよ

う、情報通信体制を強化する必要がある

非常時優先業務に必要なIT資源（情報システム

や情報ネットワーク）を確実に担保する必要が

ある

様々な情報が錯綜し、社会が混乱することが想

定されるため、災害情報を共有し適切な情報を

市民へ提供する必要がある

必要な情報を確実に伝達するため、防災行政無線やところざわほっと

メール等、多様な広報媒体を通して情報を提供するとともに、報道関

係者の協力のもと、正確な情報を市民に提供していく。

危機管理室、経営企画部

災害時に不便を感じないよう、外国人市民等へ

適正な情報を提供する必要がある

外国人市民等に対し、防災に対する情報を適正に提供するため、行政

資料等の多言語化（「やさしい日本語」を含む）や翻訳機の導入等を

進めるとともに、外国籍児童生徒に対する日本語教育を進めていく。

危機管理室、経営企画部、福祉部、

教育委員会

4-2
情報の正確性の低下等により、誤った情

報が拡散する事態

事前に備える目標 4 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスを確保する

非常時においても問題なく情報システムを活用していけるよう、ICT-

BCPに基づき情報システムの被害最小化と早期復旧を確実に実現でき

る体制・環境を構築していく。

経営企画部

防災・災害対応に必要な通信インフラの

麻痺・機能停止等により、情報の収集・

伝達が出来ず、避難行動や救助・支援が

遅れる事態

4-1
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起きてはならない事態 脆弱性の評価 対応方策 関係部等

平常時から遊休農地の利用促進や農業基盤整備を図る等、農業の生産

基盤・経営基盤の強化を図っていく。

平常時から地域密着型の産業を支える人材の確保・育成を図り、地域

に根ざした活力ある産業とし、地域経済が安定的かつ持続的に発展す

るための基盤を整備していく。

災害時に被害を受けた事業者等へ支援することのできる体制整備を検

討していく。
産業経済部

事業者に対し、災害時においても事業継続や復旧を図るためのＢＣＰ

の作成等の普及を進めていく。
危機管理室、産業経済部

地域の災害リスクについて理解・周知を図るべく、事業者に対しハ

ザードマップ等の情報を提供していく。
危機管理室

産業機能等を維持するため、損害を最小限に抑

え、自立復興を進めていく必要がある

消費・流通機能の低下等により、経済活

動が停滞する事態
5-2

事前に備える目標 5 経済活動の機能を維持する

産業経済部5-1 農業・産業の生産力が低下する事態

農業用施設や工場生産設備の損壊等により農

業・産業の停滞を招かないよう、基盤を整備し

ていく必要がある
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起きてはならない事態 脆弱性の評価 対応方策 関係部等

非常用電源としての再生可能エネルギー設備の普及や蓄電池等の導入

を市民等へ促進するとともに、市としても導入を検討していく。

危機管理室、環境クリーン部、

各施設所管部局

ライフライン施設等の耐震性の向上や代替性の確保、迅速な復旧方法

に関する調査研究を進めていく。

危機管理室、

各施設（ライフライン含む）所管部局

市として食料品、飲み物、生活必需品等の備蓄を計画的に進めていく

とともに、市民にも備蓄について啓発をしていく。

災害時に他自治体や事業者と連携し、日用品、食料品の確保を進める

ための体制を構築していく。飲料水の確保については、引き続き日本

水道協会をはじめとする関係機関との連携を維持していく。

6-3 水道等による給水が停止する事態

有害物質等の河川流出、水道施設等の損傷によ

る給水停止が想定されるため、市民自ら水の確

保をするとともに、安全な水の早期供給再開環

境を整備しておく必要がある

常時から水の備蓄について市民への啓発を継続的に実施するととも

に、避難所等への応急給水体制を維持していく。
危機管理室、上下水道局

6-4
汚水処理の長期間停止等により、汚水が

滞留する事態

市街地等で発生する排水を処理する能力が、処

理施設や下水道管の破損により低下するため、

下水道施設等を適切に維持管理する必要がある

下水道施設の耐震化を進めるとともに、予防保全を中心とした計画的

な維持管理を行っていく。また、関係団体との災害時応援協定等によ

り破損した管の復旧修繕の体制を維持していく。

下水道が通っていないところについては、浄化槽等の整備を推進して

いく。

し尿処理施設についても安定した維持管理を行っていく。

環境クリーン部、上下水道局

電気・ガス等のエネルギー供給が停止す

る事態

6-2
食料や日用品、燃料等の物資が大幅に不

足する事態

6-1

事前に備える目標 6 生活・経済活動に必要なライフライン、交通ネットワーク等の被害を最小限に留め、早期に復旧する

各地で停電等が想定されるため、市民等自らの

安心・安全の確保及び行政機能や避難体制への

影響を最小限に抑える必要がある

危機管理室、上下水道局
物資の供給に大きな支障が生ずる恐れがあるた

め、日用品等を確保する必要がある
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起きてはならない事態 脆弱性の評価 対応方策 関係部等

災害の状況や交通規制等に関する情報を提供する等の対応ができるよ

う体制を整備していく。
危機管理室、市民部、建設部

災害発生時の停電に起因する信号機の機能停止による混乱を防止する

ため、予備電源として自動起動式交通信号用発電機の整備を警察に働

きかけていく。

市民部

災害発生時も安心・安全な生活を支える道路交

通を確保するため、道路施設や下水道管の耐震

化等により安全性を向上させる必要がある

被災地の救援活動や緊急物資輸送に不可欠な緊急道路を確保するた

め、幹線道路の整備、狭あい道路の拡幅や歩道の整備、電線類の地中

化、橋梁及び下水道管の耐震化、街路樹等の倒壊を防ぐための整備等

を進めていく。

環境クリーン部、街づくり計画部、

建設部、上下水道局

家屋等が押しつぶされ、多くの死傷者が発生す

るため、土砂災害等の防止設備を整備する必要

がある

沿線で土砂災害等の可能性がある場所において、擁壁の適正な維持管

理等を進めていく。
建設部

住宅の倒壊や延焼等によって道路の通行障害が

発生するため、住宅・建築物の耐震化等を促進

する必要がある

木造住宅密集地において、緊急輸送道路をはじめとした交通網の閉塞

を防止するため、「所沢市建築物耐震改修促進計画」に基づき、耐震

診断や耐震補強工事を行う市民等に支援する等の建築物等の倒壊対策

を講じていく。

街づくり計画部、建設部、

各施設所管等部局

6-7
異常渇水等による用水供給途絶に伴い生

産活動への甚大な影響を及ぼす事態

生命維持や産業活動に必要な水量を確保する必

要がある

安心して飲用できる水の確保に向け、引き続き計画的な水質検査を行

うとともに、渇水時や災害時にも水を供給できるよう、自己水源（地

下水）の確保・保全を進めていく。

上下水道局

6-5
交通インフラが長期間にわたり機能低下

する事態

停電や水没により道路の走行ができなくなるた

め、道路ネットワークの整備・通行を確保する

とともに、緊急交通路の確保のため被災地への

車両流入抑制等を進める必要がある

6-6

沿線建築物の倒壊等による道路・線路の

閉塞や、道路の陥没などにより、交通マ

ヒが長期にわたる事態
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起きてはならない事態 脆弱性の評価 対応方策 関係部等

平常時における防災訓練等の実施により、市、関係機関及び市民等が

とるべき防災活動を実践し、防災対策を習熟するとともに、地域防災

力の要となる消防団の消防力向上を図り、地域防災体制の強化を図っ

ていく。

木造住宅密集地における大規模延焼等の二次災害を発生させないため

の対策を講じていく。

多くの密集市街地や狭あい道路があることか

ら、大規模火災の拡大を防ぐため、防火空地を

確保する必要がある

公園や河川敷はもとより、建築物の壁面後退等によりオープンスペー

スを確保し、防災力の向上を図っていく。

環境クリーン部、街づくり計画部、

建設部

長期間にわたり機能不全となることを避けるた

め、防災インフラを強化する必要がある

河川の護岸や調整池、防災備蓄倉庫等、防災インフラ整備の耐震化や

減災に向けた治水機能の維持を進めていく。

危機管理室、街づくり計画部、

建設部、上下水道局

雨水が河川や水路に一気に流れ込むことを抑制

するため、自然を活かした保水・遊水機能を確

保する必要がある

雨水の貯留、井戸等を有する都市農地の確保・保全等を進めていく。 産業経済部、街づくり計画部

7-3 危険物・有害物質等が流出する事態

工場や事業者等の危険物・有害物質の貯蔵施設

が損壊するため、有害物質等の流出対策を確実

に実施する必要がある。

有害物質等を使用・貯蔵している事業者に対し、構造基準等の遵守及

び適正な管理を指導していく。
環境クリーン部

7-2
調整池、防災インフラ等の洪水抑制機能

が大幅に低下する事態

事前に備える目標 7 二次災害を発生させない

危機管理室、街づくり計画部
大規模火災等による被害を未然に防止し、また

は最小限にとどめる必要がある

7-1
消火力低下等により、大規模延焼が発生

する事態
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起きてはならない事態 脆弱性の評価 対応方策 関係部等

災害時には多くの災害廃棄物が発生することが

想定されるため、災害廃棄物の適正処理を推進

する必要がある

平常時からごみの発生と排出を抑制する取り組みを進めるとともに、

一般廃棄物処理施設の整備等、ごみ処理について適正な体制を整え

る。

また、災害発生時は災害廃棄物処理計画に基づき、適正なごみ処理を

実施できる体制を構築していく。

環境クリーン部

迅速な再建・復興に貢献するため、建築物の倒

壊や流出等による災害廃棄物の発生を抑制する

取り組みを進める必要がある

木造住宅密集地において、災害に強い街づくりや適正な空き家管理を

進めていく。
市民部、街づくり計画部

多数の死傷者が発生し、復旧を担う人材を失う

ため、平常時からの連携強化等、発生前から復

興に備える必要がある

各自治体、関係団体、事業者等と災害時応援協定を締結し、平常時か

ら情報の交換等を行い、人員が不足する業務の円滑な実施体制を整備

していく。

危機管理室、

他（応援協定を締結している所属）

労働力等が不足する事態となることから、応急

復旧の体制を整備する必要がある（ボランティ

ア等含む）

災害時において、社会福祉協議会が「こどもと福祉の未来館」を拠点

とする「災害ボランティアセンター」を立ち上げ、ボランティアを募

ることができる体制を整備していく。

(危機管理室、福祉部)

道路、公園、施設、河川、ライフライン等の公共施設について、適正

な点検、改修、耐震化等を行い、災害に強いインフラの整備を進めて

いく。

経営企画部、建設部、上下水道局、各施

設所管部局

街路樹の整備や電線類の地中化、防火・準防火地域の指定により、緊

急輸送道路としての強化を図っていく。

環境クリーン部、街づくり計画部、

建設部

平常時から道路や公園などの公共施設の台帳を整備していく。 建設部、各施設所管部局

市街地復興のための図上での訓練や復興まちづくりのイメージトレー

ニングなどを実施し、人材育成と体制整備を図る等、事前復興準備に

取り組んでいく。

街づくり計画部

8-5
耕作放棄地や森林等の荒廃地が大幅に増

加する事態

農地や山林が被害を受け、荒廃する恐れがある

ため、森林の適正な維持管理/農業生産基盤等

を整備し、災害後の荒廃地を生まないよう努め

る必要がある

平常時から遊休農地や今後遊休農地となるおそれのある農地につい

て、適正な利用促進を努めていく。また、森林等の荒廃を起こさない

よう、平常時から市民協働による適切な維持管理と再生を行ってい

く。

環境クリーン部、産業経済部

事前に備える目標 8 大規模自然災害被災後でも迅速な再建・復興ができるようにする

大量に発生する災害廃棄物・産業廃棄物

等の処理が停滞する事態

労働力等の減少等により、復旧・復興工

事が大幅に遅れる事態
8-2

災害の発生によりインフラに想定以上の負荷が

かかり、機能が低下するため、各インフラ（道

路、公園、施設、河川、ライフライン等）を適

正に維持管理する必要がある

速やかな復興計画が作成できるよう、平時から

大規模災害が発生したことを想定し、都市の早

期復興に向けた取り組みを進める必要がある

8-1

市内のインフラの崩壊等により、復旧・

復興が大幅に遅れる事態

8-4
土地利用の混乱に伴う境界情報の消失等

により、復旧・復興が大幅に遅れる事態

8-3
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起きてはならない事態 脆弱性の評価 対応方策 関係部等

8-6
広域かつ長期的な浸水被害が発生する事

態

浸水によりインフラ等の施設が破損・流失する

ため、治水施設の整備・減災に向けた取り組み

を進める必要がある

河川や水路、調整池の整備等、総合的な水害対策を進めていく。 建設部、上下水道局、各施設所管部局

8-7

貴重な文化財や環境的資産の喪失等によ

る有形・無形の文化財の散逸・き損が発

生する事態

文化財の散逸・き損を防ぐため、文化財の適正

な維持管理を図る必要がある

平常時から文化財所有者、継続団体等と連携し、災害時を想定した訓

練にも取り組んでいく。

また、平常時から文化財の適正な維持管理を進めるとともに、普及啓

発を図っていく。

教育委員会

平常時から高齢者、障害者、子育て世帯等の支援を必要とする人を含

め、お互いの顔が見える関係作りをし、地域で助け合える体制を整備

していく。

平常時から地震災害時等において、地域の民間団体等とも連携して、

孤立を防ぎ、地域住民同士で手助けができる体制の整備や、誰もが住

み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう生活環境向上に向けた

取り組みを進めていく。

8-9

事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮

事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅

れる事態

災害時には、住宅や店舗の倒壊が想定されるた

め仮設住宅、仮設店舗等を確保する必要がある

想定される全焼、全壊戸数、流出世帯数をもとに、市及び県の応急仮

設住宅適地の基準に従い、市公有地、及び建設可能な私有地の中から

用地を選定し、地権者等との協定を結ぶ等の方策を講じていく。

また、仮設住宅における生活の安定に向け、事業者の協力などを呼び

かけていく。

財務部、産業経済部、街づくり計画部

災害後の生活再建に向けた体制を整備し、長期的な支援を実施してい

けるような仕組み作りを検討していく。
経営企画部、福祉部、産業経済部

専門機関等による保育やケア等の支援を得て生活を維持している家庭

において、引き続き支援が得られるような仕組み作りを検討してい

く。

危機管理室、こども未来部、健康推進部

大規模な被害が発生し、都市基盤を広範囲にお

いて整備又は再構築する必要がある

市街地で災害が発生した場合において、都市計画又は土地区画整理事

業の必要が認められるとき、建築を制限していく。
街づくり計画部

住宅の倒壊や延焼等の被害を軽減するため、住

宅・建築物の耐震化等を促進する必要がある

全体の耐震化を進めていくため、「所沢市建築物耐震改修促進計画」

に基づき、耐震診断や耐震補強工事を行う市民等に支援をしていく。

街づくり計画部、建設部、

各施設所管等部局

8-8 地域コミュニティが崩壊する事態

公的救助・支援には限界があるため、自助と共

助による地域単位の防災力の向上/自助・共助

の意識の醸成を図る必要がある

市民部、福祉部、こども未来部

8-10 生活基盤が崩壊する事態

経済状況や雇用環境が悪化することが想定され

るため、災害時における生活基盤（衣食住）や

各種支援サービスの継続性を確保する必要があ

る
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起きてはならない事態 脆弱性の評価 対応方策 関係部等

所沢駅をはじめとする市内主要駅周辺帰宅困難者対策として、民間施

設を含めた一時滞在施設を確保し、その対応のために必要となる備え

を検討していく。

災害時に市の施設から帰宅することが困難になった人たちへの対応に

ついて検討していく。

災害時に保育園、学校等に取り残された子どもたちに安心して保護者

を待ってもらい、安心・安全に保護者に返すことができるような体制

を整備していく。

福祉部、こども未来部、教育委員会

9-1

大量の帰宅困難者が発生し、多数の家族

が分断される事態（保護者の都内等から

の帰宅困難の状況に陥った場合の保育

園、児童館、学校等の対応含む）

帰宅困難者の一時滞在施設の確保と帰宅支援を

進める必要がある

危機管理室、各施設所管部局

事前に備える目標 9 様々な帰宅困難者への安全を確保する
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第６章 施策上の位置づけ 

６－１ 所沢市総合計画との関連性 

本計画に示した３７の「起きてはならない事態」への「対応方策」については、

広範な分野にわたり、組織横断的に対応する必要があることから所沢市総合計画と

一体的に実施及び進捗管理を行う必要があります。 

このため、本計画における施策分野は、本市の施策との関連性を第６次所沢市総

合計画の「まちづくりの目標」として示している「章」「節」とし、以下のとおり整

理しました。 

各施策に係る取り組みについては、「所沢市国土強靱化地域計画アクションプラ

ン」として別途策定します。 

 

第 1章 人と人との絆を紡ぐまち 第 1節 地域づくり 

第 2節 地域福祉 

第 3節 障害者福祉 

第 4節 高齢者福祉 

第 5節 生涯学習・社会教育 

第 6節 危機管理・防災 

第 7節 防犯・消費生活 

第 8節 交通安全 

第 2章 子どもが大切にされるまち 第 1節 子ども支援 

第 2節 子ども福祉 

第 3節 子育て環境 

第 4節 青少年健全育成 

第 5節 学校教育 

第 3章 健幸（けんこう）長寿のまち 第 1節 健康づくり 

第 2節 早期発見・疾病予防・自殺予防 

第 3節 地域医療 

第 4節 医療保険・医療情報 

第 5節 スポーツ推進 

第 4章 みどりあふれる持続可能なエコ

タウン 

第 1節 脱炭素社会 

第 2節 みどり・生物 

第 3節 循環型社会 

第 4節 大気・水環境等 
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第 5章 魅力・元気・文化を誇れるまち 第 1節 産業基盤 

第 2節 産業競争力・成長力 

第 3節 観光・にぎわい 

第 4節 産業人材・雇用 

第 5節 国際化・多文化共生 

第 6節 文化芸術・伝統文化 

第 6章 自然と調和する住みよいまち 第 1節 土地利用 

第 2節 市街地整備 

第 3節 道路 

第 4節 交通政策 

第 5節 水道 

第 6節 下水道 

第 7節 住宅・住環境 

第 7章 未来（あす）を見つめたまちづく

り 

第 1節 人権の尊重 

第 2節 市民参加・情報共有 

第 3節 人材育成・組織体制 

第 4節 行政経営 

第 5節 財政運営 
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1-1
住宅・建物・交通施設等の倒壊によ
り、多数の死傷者が発生する事態 ● ● ● ● ● ● ● ●

1-2
火災により、多数の死傷者が発生
する事態（密集市街地や不特定多
数が集まる施設等含む）

● ● ● ● ● ● ●

1-3
異常気象（竜巻・台風）等により、多
数の死傷者が発生する事態（建物
の倒壊や浸水・洪水等）

● ● ● ● ● ● ● ● ●

1-4
大規模な火山噴火（降灰）・土砂災
害等により、多数の死傷者が発生
する事態

● ● ● ● ● ●

1-5
列車の転覆等の交通機関の被害
等により、多数の死傷者が発生す
る事態

● ● ● ● ●

2-1
救助・捜索活動が大量に発生し、救
助が遅延する事態 ● ● ● ● ● ●

2-2
医療需要が急激に増加し、医療機
能が著しく低下する事態 ● ● ● ●

2-3
被災地における疫病、感染症等が
大規模発生する事態 ● ● ●

2-4

被災地での飲食料、ライフラインの
長期停止等により、避難所の衛生
状態が悪化する事態

● ● ● ● ● ● ● ● ●

2-5

地域活動の担い手不足等により、
避難所等の生活環境が悪化する事
態

● ● ● ●

3-1
市職員・市有施設等の被災により
行政機能が低下する事態 ● ● ● ● ● ● ●

3-2
被災等により、治安が悪化する事
態 ● ● ● ●

3

必要不可欠な行政
機能を確保する

第

5

節

　

財

政

運

営

事前に備える目標 「起きてはならない事態」

1

１被害の発生抑制
により人命を保護す
る

2

救助・救急・医療活
動により人命を保護
するとともに避難所
の公衆衛生と生活
の質を確保する

第

6

節

　

下

水

道

第
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住

宅

・

住

環

境

第

1

節
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・

　

　

　

　

情
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4-1

防災・災害対応に必要な通信インフ
ラの麻痺・機能停止等により、情報
の収集・伝達が出来ず、避難行動
や救助・支援が遅れる事態

● ●

4-2
情報の正確性の低下等により、
誤った情報が拡散する事態

● ● ●

5-1
農業・産業の生産力が低下する事
態 ● ● ●

5-2
消費・流通機能の低下等により、経
済活動が停滞する事態

● ● ● ●

6-1
電気・ガス等のエネルギー供給が
停止する事態

● ● ●

6-2
食料や日用品、燃料等の物資が大
幅に不足する事態

● ● ●

6-3 水道等による給水が停止する事態 ● ●

6-4
汚水処理の長期間停止等により、
汚水が滞留する事態

● ●

6-5
交通インフラが長期間にわたり機能
低下する事態

● ● ● ● ● ●

6-6

沿線建築物の倒壊等による道路・
線路の閉塞や、道路の陥没などに
より、交通マヒが長期にわたる事態

● ● ● ● ●

6-7

異常渇水等による用水供給途絶に
伴い生産活動への甚大な影響を及
ぼす事態

● ●

7-1
消火力低下等により、大規模延焼
が発生する事態 ● ● ● ● ●

7-2
調整池、防災インフラ等の洪水抑制
機能が大幅に低下する事態 ● ● ● ● ● ●

7-3
危険物・有害物質等が流出する事
態 ●

6

生活・経済活動に必
要なライフライン、交
通ネットワーク等の
被害を最小限に留
め、早期に復旧する

7

二次災害を発生させ
ない

4

必要不可欠な情報
通信機能・情報サー
ビスを確保する

5

経済活動の機能を
維持する
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8-1
大量に発生する災害廃棄物・産業
廃棄物等の処理が停滞する事態 ● ● 　 ● ● ●

8-2
労働力等の減少等により、復旧・復
興工事が大幅に遅れる事態 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

8-3
市内のインフラの崩壊等により、復
旧・復興が大幅に遅れる事態 ● ● ● ● ● ● ● ●

8-4

土地利用の混乱に伴う境界情報の
消失等により、復旧・復興が大幅に
遅れる事態

● ● ● ●

8-5

耕作放棄地や森林等の荒廃地が
大幅に増加する事態 ● ●

8-6
広域かつ長期的な浸水被害が発生
する事態 ● ● ●

8-7

貴重な文化財や環境的資産の喪失
等による有形・無形の文化財の散
逸・き損が発生する事態

●

8-8
地域コミュニティが崩壊する事態

● ● ● ● ● ● ●

8-9

事業用地の確保、仮設住宅・仮店
舗・仮事業所等の整備が進まず復
興が大幅に遅れる事態

● ● ● ●

8-10
生活基盤が崩壊する事態

● ● ● ● ● ● ●

9

様々な帰宅困難者
への安全を確保す
る 9-1

大量の帰宅困難者が発生し、多数
の家族が分断される事態（保護者
の都内等からの帰宅困難の状況に
陥った場合の保育園、児童館、学
校等の対応含む）

● ● ● ● ● ● ● ● ●

8

大規模自然災害被
災後でも迅速な再
建・復興ができるよ
うにする
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